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１ 「2050年ゼロエミッション」の実現（適応策除く。）

● 都内の温室効果ガス（ＧＨＧ）の削減だけではなく、
東京の活動に伴う都外（国外を含む）の削減に貢献

⇒エネルギーと資源の脱炭素化の両方が必要
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主として、エネルギー利用に関する施策

資源（食料・製品）利用に関する施策

都内ＧＨＧの削減 都外ＧＨＧの削減への貢献

省エネ

※世界の温室効果ガスの約半分は資源（食料・素材）

再生
資源省資源

再エネ



都外ＧＨＧ削減への貢献都外ＧＨＧ削減への貢献 都内ＧＨＧの削減

自らの建物等でのGHG削減（省エネ・再エネ等）に加えて、

サプライチェーン・サーキュラーエコノミーの観点を踏まえる。

●「モノの作り方・売り方（買い方）・使い方」での対策が重要になっている。
＊SBT（Science Based Targets; 科学に基づく削減目標）

Scope３排出量が全体の40％以上を占める場合、「野心的」な目標設定が求められている。

4
環境省資料を元に東京都環境局加工 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/



ゼロエミッション東京戦略（2019年12月）
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■３Ｒの推進 持続可能な資源利用が定着

■プラスチック
対策

ＣＯ2実質ゼロの
プラスチック利用が実現

■食品ロス対策 食品ロス発生量 実質ゼロ

■フロン対策 フロン排出量ゼロ

■適応策の強化
気候変動の影響による
リスクを最小化

2050年までに「ゼロエミッション東京」を実現し、世界の「CO2排出実質ゼロ」に
貢献していく

【2050年の目指すべき姿】

■再生可能エネルギー
の基幹エネルギー化

使用エネルギーが
100％脱炭素化

■水素エネルギーの
普及拡大

再エネ由来ＣＯ2フリー
水素を、脱炭素社会実現
の柱に

■ゼロエミッション
ビルの拡大

都内全ての建物が
ゼロエミッションビルに

■ゼロエミッション
ビークルの
普及促進

都内を走る自動車は
全てZEV化
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２. 都市活動に起因するCO2 *東京は資源エネルギー供給の多くを他地域に依存
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都内エネルギー消費
量/ＧＨＧ排出量

消費ベース
排出量

（トライアル算定を
実施中）

食料・
木材等
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２-1 GHG排出量/エネルギー消費量等の現状（①推移）
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(万t-CO2) (PJ)

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 （年度）

（速報値）

●エネルギー消費量：約25.4％減（2000年比）
2000年度頃にピークアウト

●温室効果ガス排出量：約0.2％減少（2000年比）
エネルギー消費量の削減及び電力のＣＯ２排出係数改善効果により、
2012年度からは減少傾向

エネルギー消費量
温室効果ガス（ＧＨＧ）排出量

6,220万t-CO2

(2000年度)

6,211万t-CO2

(2019年度速報値)

実績
（万ｔ-CO2）

2000年比

二酸化炭素
（CO2）

産業・業務 2,763 1.3％

家 庭 1,612 25.6％

運 輸 940 ▲46.8％

エネルギー
起源CO2計

5,315 ▲8.0％

廃棄物 190 57.9％

総CO2 5,505 ▲6.6％

その他温室効果ガス 706 117.3％

合 計 6,211 ▲0.2％

温室効果ガス排出量の状況（2019年度速報値）



２-1 GHG排出量/エネルギー消費量等の現状（②特徴1）

●エネルギー起源ＣＯ２（燃料種別）
(2019年度速報値）

●エネルギー消費量（燃料種別）
(2019年度速報値）

１．エネルギー起源CO２ 5,315万t（2019年度速報値）

（＝「化石燃料の消費量」×「CO２排出係数（燃料種別）」）

２．廃棄物由来ＣＯ２及びその他の温室効果ガス（代替フロンガス等）

896万t（2019年度速報値）

電力

46.7%
都市ガス

29.6%

LPG

2.1%

燃料油

21.5%

電力

65.5%

都市ガス

16.3%

LPG

1.4%
燃料油

16.7%

17.3％
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＊電力の多くは「化石燃料」由来

(2019値）



２-1 GHG排出量/エネルギー消費量の現状（③特徴2）

「建物」関連が

約7割

43.3 %
業務部門29.3 %

家庭部門

17.1 %
運輸部門

6.9 %
産業部門

3.4 %
廃棄物部門

CO2排出量
2019年度

（速報値）

東京のCO2排出量の部門別構成比（2019年度速報値）
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２-２ GHG排出量/エネルギー消費量等の現状（③消費ベース）

消費ベース排出量（カーボンフットプリント）からみた取組も重要

（「行動変化」を推進していくためにも重要。現在トライアル算定実施中）

https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/r02/html/
hj20010301.html

（出典：環境省）
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https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/r02/html/hj20010301.html


２-３ 現在実施している施策（概観） ＊詳細は別紙参照

①「産業・業務（建物）」に対する対策

計画 設計 建築 稼働 チューニング 改修

地球温暖化対策
報告書制度

東京キャップ＆トレード

制度

＊CO２排出総量の削減義務制度

大規模
新築 既存建物

中小規模

計画・建築・稼働

地域エネルギー
有効利用制度

建築物環境
計画書制度
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2-3 現在実施している施策（概観） ＊詳細は別紙参照

＋ ＋

地産地消再エネ増強プロジェクト
支援策

都外での設備設置につながる電力調達（都外ＰＰＡ）
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2-3 現在実施している施策（概観） ＊詳細は別紙参照

② 「家庭（住宅）」に対する対策

再エネ設備

＋＋

住宅用太陽光発電
初期費用ゼロ促進事業

東京ゼロエミ住宅導入促進事業

蓄電池 自家消費プラン

再エネ電力グループ購入
促進モデル事業

※太陽光の地産地消（自家消費）は防災性の向上にも寄与
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2-3 現在実施している施策（概観） ＊詳細は別紙参照

③「運輸（交通）」に対する対策

ア 「ゼロエミッションビークル（ZEV）」の普及拡大

車両の
ＺＥＶ化

（非ガソリン化含む）

社会インフラの

整備（ＥＶ充電器・
水素ステーション等）

体感機会の創出

イ 「水素エネルギー」の普及

車両・設備の
導入支援等
（ＦＣバス等）

首都圏における
更なる需要創出

15



１．「2050年ゼロエミッションの実現」

２．現状（都内ＧＨＧ排出量、実施施策全体像等）

３．「2030年目標の強化」と
「2030年カーボンハーフ」に向けた取組の考え方

16



3-1 2030年目標の強化

●パリ協定が掲げる、気温上昇を「1.5℃」以下に抑えるという目標を実現するには、
2030年までの10年間の行動が極めて重要、との観点から強化

※「ゼロエミッション東京戦略 2020 Update & Report」（2021.3）
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3-2 「カーボンハーフスタイル」

●「カーボンハーフ」は、緩やかな変化での到達は不可能
あらゆる分野の社会経済構造を、脱炭素型に移行するため再構築・再設計する必要
（2030年のライフスタイルやビジネスモデルなどをカーボンハーフに相応しいものへ。）

●2030年に向けて、
全ての部門で、全ての主体が、

「今から、それぞれ、

“半減”に取り組んでいく」

ことが不可欠

＊CO２“ハーフ”に“チェンジ”するアクション、

「2030・カーボンハーフスタイル」
の実行が必要
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3-3 「2030年カーボンハーフ」に向けた取組の基本的考え方

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
（
Ｊ
）

CO2排出原単位（t-CO2/J）

2030
＜カーボンハーフ＞

現状

②再エネ等の拡大

資
源
消
費
量
（
ｔ
）

CO2排出原単位（t-CO2/t）

現状

2030

3Rによる

③天然資源消費量削減

④再生可能資源の利用
生産技術の革新
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都内ＧＨＧの削減 都外ＧＨＧの削減への貢献

＊消費ベース排出量の観点を踏まえた取組

①省エネ

●各部門（産業・業務・家庭・運輸等）において、次の①～④の取組を

「効率化」「エネルギー・素材転換」「行動変化」等により,「時間軸」も踏まえながら展開

＊併せて、「2030-2050での更なる排出削減」を進める根っこをつくる。



◆「ＧＨＧ削減」にむけてエネルギー消費量（部門別）

産業

業務

家庭

運輸

■省エネの最大化（化石燃料の消費削減）

産業

家庭

運輸

業務

●建物由来の省エネ対策（産業・業務・家庭）

●自動車対策

●都庁の率先行動（建物・自動車等）

●あらゆる分野で
脱炭素エネルギーへ転換
（再エネ利用を増やす）

●省エネの最大化
（化石燃料の消費削減と

エネルギー効率の向上）

＊エネルギーの脱炭素化は「電力」から
（太陽光・風力などの脱炭素技術が
確立し、市場で入手可能）

＋●低炭素資材利用への転換等を併せて推進
20

電力

46.7%

都市ガス

29.6%

LPG

2.1%

燃料油

21.5%

＊再エネの利用
拡大
（設備設置・
再エネ電力購入選択）

＊脱炭素熱の利
用・電化可能な分
野での電化の推進
（再エネ由来ＣＯ２フリー
水素（グリーン水素）の利
用拡大に向けた取組等）

エネルギー消費量（燃料種別）（2019年度速報値）



【例】「建物（住宅含む）」の場合

～2030 2030-2050

新築

既存

●ビル：ゼロエミビルの標準化

●住宅：ゼロエミ仕様の標準化
「レジリエントな健康住宅」に

＊2030年までに特に強化する取組 ＊2030以降に大きな進展を
期待していく取組

●ビル：ゼロエミビルへの移行開始

●住宅：高い断熱性能等の確保が進展

「レジリエントな健康住宅」に

●ゼロエミビル・住宅
への移行・標準化へ

低炭素資材の活用

エリアでのエネルギーマネ
ジメント・エネルギーシェア、
レジリエンス

再エネ電力（設備導入・利用）

脱炭素熱の利用・電化可能
な分野での電化の推進

エネルギー効率化

行動変化 等

＜主な対策＞

「ゼロエミッション東京戦略 2020 Update & Report」より
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3-3 今後の要検討事項

●「エネルギー」 「都市インフラ（建築物・運輸）」「資源循環」等の

各分野での施策の在り方、施策展開

＊「資源・モノ・エネルギー消費の在り方（行動変化）」の推進やSDGsの観点も踏まえながら

●「2030年カーボンハーフ」実現に向けた、各部門別目標の検討 等

※「2030年カーボンハーフ」の実現に留まらず、

・「よりレジリエントで、豊かな住みよい都市」

・脱炭素型の事業活動ができる「投資や企業を惹きつける魅力ある都市」

の実現を目指して。
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25（出典）環境省資料より



26（出典）資源エネルギー庁資料より



（出典）資源エネルギー
庁資料より
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▶エネルギー基本計画（素案）の概要 ～エネルギー需給の見通し（暫定版）

（出典）資源エネル
ギー庁資料より
（令和3年7月21日）
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▶エネルギー基本計画（素案）の概要 ～エネルギー需給の見通し（暫定版）

（出典）資源エネル
ギー庁資料より
（令和3年7月21日）
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（出典）資源エネル
ギー庁資料より
（令和3年7月21日）
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（出典）資源エネル
ギー庁資料より
（令和3年7月21日）



（出典）資源エネルギー庁資料より
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33（出典）資源エネルギー庁資料より



（出典）環境省
資料より
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